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持続可能な物流の実現に向けた検討会 中間取りまとめ（抜粋）

３．課題を踏まえた政策の方向性について

○物流が抱える諸課題の解決のために、政府においては、事業者が取り組むべき事項について、 多くのガイドライン等を
策定してきているものの依然解決されておらず、2024年を前に諸課題が先鋭化・鮮明化している状況となっている。

○ガイドライン等についてインセンティブ等を打ち出して有効に機能するようにするとともに、類似の法令等を参考に、規制
的措置等、より実効性のある措置も検討すべき。

○物流事業者が提供価値に応じた適正対価を収受するとともに、物流事業者の構造改革・生産性向上を図り、物流事
業者、荷主企業・消費者、経済社会の「三方良し」を目指す。

（１）荷主企業や消費者の意識改革について（略）

（２）物流プロセスの課題の解決に向けて

①待機時間、荷役時間等の労働時間削減に資する措置及び納品回数の減少、リードタイムの延長
等物流の平準化を図る措置の検討

②契約条件の明確化、多重下請構造の是正等の運賃の適正収受に資する措置の検討

③物流コスト可視化の検討

④貨物自動車運送事業法に基づく荷主への働きかけ等及び標準的な運賃に係る延長等
所要の対応の検討

⑤トラックドライバーの賃金水準向上に向けた環境整備の検討

（３）物流標準化・効率化（省力化・省エネ化・脱炭素化）の推進に向けた環境整備（略）
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業界団体ヒアリングの趣旨・目的

⚫ 「持続可能な物流の実現に向けた検討会」の中間取りまとめにおいて、「経営者層の意識改革を
促す措置」「待機時間、荷役時間等の労働時間削減に資する措置及び納品回数の減少、リード
タイムの延長等物流の平準化を図る措置」「契約条件の明確化、多重下請構造の是正等の運
賃の適正収受に資する措置」について、既存法令を参考に検討すべきであるとしている。

⚫ 別分野の既存法令として、エネルギー政策の観点からの規制（エネルギー使用の合理化等に関す
る法律。以下「省エネ法」）では、荷主や輸送事業者に対して計画の作成や取組の報告を求める
手法が法体系として確立しているため、その手法を参考として例示しつつ、物流政策の新規立法
措置を行うことを念頭に検討する。検討材料として考えられるものを例示し、業界団体等へのヒアリ
ング等を通じて、最終取りまとめ（令和5年夏頃）までに具体化していく。

⚫ 現在、本検討会のオブザーバー団体に対して本資料を展開し、事務局において業界団体への個
別ヒアリングを行った上で、必要に応じて、本検討会においてもご発表いただき、議論を行う。

【資料構成】

① 発荷主に対する措置

② 着荷主に対する措置

③ 物流事業者に対する措置
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発荷主事業者に対する措置（１）

⚫ 「待機時間、荷役時間等の労働時間削減に資する措置及び納品回数の減少、リードタイムの延
長等物流の平準化を図る措置」に関し、省エネ法を参考として、引き渡す貨物の量が一定規模
以上の発荷主事業者に対して中長期計画の作成・提出と報告義務を設けることが考えられる。

【参考】省エネ法（荷主） 新規措置案

発
荷
主
事
業
者
に
対
す
る
措
置

① 政府は、荷主の省エネの判断基準を提示
※エネルギー消費原単位を中長期的にみて年平均1％以上
低減させることを目標とする

② 政府は、特定荷主（輸送量が一定規模
以上）を指定

③ 特定荷主による省エネの中長期計画の作
成と政府への提出義務（定期）

④ 特定荷主による省エネの取組状況の政府
への報告義務（毎年度）

⑤ 取組が判断基準に照らして著しく不十分
な特定荷主に対する政府の勧告・命令

① 政府は、発荷主事業者の物流生産性向上（物
流負荷軽減）の判断基準を提示

② 政府は、特定発荷主事業者（輸送量が一定規
模以上）を指定

③ 特定発荷主事業者による物流生産性向上の中
長期計画の作成と政府への提出義務（定期）

④ 特定発荷主事業者による物流生産性向上の取
組状況の政府への報告義務（毎年度）

⑤ 取組が判断基準に照らして著しく不十分な特定発
荷主事業者に対する政府の勧告・命令
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発荷主事業者に対する措置（２）

⚫ 「経営者層の意識改革を促す措置」について、省エネ法のエネルギー管理統括者（工場等を対
象）を参考として、発荷主事業者に物流管理統括者（役員クラス）の選任を義務づけることが
考えられる。これにより、発荷主事業者の経営者層を含めた物流生産性向上の意識醸成を図る。

【参考】省エネ法（工場等） 新規措置案

発
荷
主
事
業
者
に
対
す
る
措
置

① 特定事業者は、中長期的な計画の作成
事務、エネルギーの使用の合理化に関し、
エネルギーを消費する設備の維持、エネル
ギーの使用の方法の改善及び監視その他
経済産業省令で定める業務を統括管理す
る者（エネルギー管理統括者）を選任

② エネルギー管理統括者は、特定事業者が
行う事業の実施を統括管理する者をもつて
充てなければならない。（＝役員）

③ 特定事業者は、エネルギー管理統括者の
選任又は解任について経済産業大臣に届
け出なければならない。

① 特定発荷主事業者は、中長期的な計画の作成事
務、物流生産性向上に関し、物流管理統括者を選
任

② 物流管理統括者は、事業実施を統括管理する者
をもって充てなければならない。（＝役員）

③ 物流管理統括者の選任・解任について、発荷主事
業所管大臣に届出。
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発荷主事業者に対する物流生産性向上の判断基準のイメージ

⚫ 発荷主事業者の判断基準については、大臣告示として作成・公表。

⚫ 発荷主事業者の業種ごとに取り組むことが可能な内容が異なるため、取り組むべき内容について
は、業種別基準の作成を可能とするなど、業種固有の事情に配慮する必要がある。

記載事項（イメージ）

１．取組方針の作成及びその効果等の把握
（１）取組方針の策定
（２）社内体制の構築
（３）物流に関する実態把握

２．物流生産性向上の目標及び計画的に取り組むべき措置
（１）目標の設定
（２）輸送の効率化に資する措置
①納品回数の削減
②積載効率の向上（輸送ロットの拡大等）
③商取引における物流コストの可視化 等

（３）労働時間の削減に資する措置（物流供給の確保に資する措置）
①荷積みに係る待機時間の削減（バース予約システムの導入等）
②荷積みに係る附帯作業時間の削減（標準パレットの活用等）

（４）運賃の適正収受に資する措置
①運送契約における運賃・料金の明確化
②運送契約における契約条件（附帯作業等）の明確化
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着荷主事業者に対する措置（１）

⚫ 「待機時間、荷役時間等の労働時間削減に資する措置及び納品回数の減少、リードタイムの延
長等物流の平準化を図る措置」に関し、省エネ法を参考として、受け取る貨物の量が一定規模
以上の着荷主事業者に対して中長期計画の作成・提出と報告義務を設けることが考えられる。

【参考】省エネ法（荷主） 新規措置案

着
荷
主
事
業
者
に
対
す
る
措
置

① 政府は、荷主の省エネの判断基準を提
示

※エネルギー消費原単位を中長期的にみて年平均1％以上
低減させることを目標とする

② 政府は、特定荷主（輸送量が一定規模
以上）を指定

③ 特定荷主による省エネの中長期計画の
作成と政府への提出義務（定期）

④ 特定荷主による省エネの取組状況の政
府への報告義務（毎年度）

⑤ 取組が判断基準に照らして著しく不十分
な特定荷主に対する政府の勧告・命令

① 政府は、着荷主事業者の物流生産性向上（物
流負荷軽減）の判断基準を提示

② 政府は、特定着荷主事業者（輸送量が一定規
模以上）を指定

③ 特定着荷主事業者による物流生産性向上の中長
期計画の作成と政府への提出義務（定期）

④ 特定着荷主事業者による物流生産性向上の取組
状況の政府への報告義務（毎年度）

⑤ 取組が判断基準に照らして著しく不十分な特定着
荷主事業者に対する政府の勧告・命令
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着荷主事業者に対する措置（２）

⚫ 「経営者層の意識改革を促す措置」について、省エネ法のエネルギー管理統括者（工場等を対
象）を参考として、着荷主事業者に物流管理統括者（役員クラス）の選任を義務づけることが
考えられる。これにより、着荷主事業者の経営者層を含めた物流生産性向上の意識醸成を図る。

【参考】省エネ法（工場等） 新規措置案

着
荷
主
事
業
者
に
対
す
る
措
置

① 特定事業者は、中長期的な計画の作成
事務、エネルギーの使用の合理化に関し、
エネルギーを消費する設備の維持、エネル
ギーの使用の方法の改善及び監視その他
経済産業省令で定める業務を統括管理す
る者（エネルギー管理統括者）を選任

② エネルギー管理統括者は、特定事業者が
行う事業の実施を統括管理する者をもつて
充てなければならない。（＝役員）

③ 特定事業者は、エネルギー管理統括者の
選任又は解任について経済産業大臣に届
け出なければならない。

① 特定着荷主事業者は、中長期的な計画の作成事
務、物流生産性向上に関し、物流管理統括者を選
任

② 物流管理統括者は、事業実施を統括管理する者
をもって充てなければならない。（＝役員）

③ 物流管理統括者の選任・解任について、着荷主事
業所管大臣に届出。
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着荷主事業者に対する物流生産性向上の判断基準のイメージ

⚫ 着荷主事業者の判断基準については、大臣告示として作成・公表。

⚫ 着荷主事業者の業種ごとに取り組むことが可能な内容が異なるため、取り組むべき内容について
は、業種別基準の作成を可能とするなど、業種固有の事情に配慮する必要がある。

記載事項（イメージ）

１．取組方針の作成及びその効果等の把握
（１）取組方針の策定
（２）社内体制の構築
（３）物流に関する実態把握

２．物流生産性向上の目標及び計画的に取り組むべき措置
（１）目標の設定
（２）輸送の効率化に資する措置
①納品リードタイムの延長
②積載効率の向上（発注ロットの拡大等）
③商取引における物流コストの可視化 等

（３）労働時間の削減に資する措置（物流供給の確保に資する措置）
①荷降ろしに係る待機時間の削減（バース予約システムの導入等）
②荷降ろしに係る附帯作業時間の削減（標準パレットの活用等）

（４）運賃の適正収受に資する措置
①運送契約における運賃・料金の明確化
②運送契約における契約条件（附帯作業等）の明確化



物流事業者に対する措置

【参考】省エネ法（貨物輸送事業者） 新規措置案

物
流
事
業
者
に
対
す
る
措
置

① 政府は、貨物輸送事業者の省エネ
の判断基準を提示

② 政府は、特定貨物輸送事業者（輸
送能力が一定規模以上）を指定

③ 特定貨物輸送事業者による省エネ
の中長期計画の作成と政府への提出
義務（定期）

④ 特定貨物輸送事業者による省エネ
の取組状況の政府への報告義務（毎
年度）

⑤ 取組が判断基準に照らして著しく
不十分な特定貨物輸送事業者に対す
る政府の勧告・命令

① 政府は、物流事業者の物流生産性向上（物流負荷軽

減）の判断基準を提示

② 政府は、特定物流事業者（一定規模以上）を指定

③ 特定物流事業者による物流生産性向上の中長期計画の作

成と政府への提出義務（定期）

④ 特定物流事業者による物流生産性向上の取組状況の政府

への報告義務（毎年度）

⑤ 取組が判断基準に照らして著しく不十分な特定物流事業者

に対する政府の勧告・命令

⚫ 「待機時間、荷役時間等の労働時間削減に資する措置及び納品回数の減少、リードタイムの延
長等物流の平準化を図る措置」に関し、省エネ法を参考として、一定規模以上の物流事業者に
対して中長期計画の作成・提出と報告義務を設けることが考えられる。

⚫ 「契約条件の明確化、多重下請構造の是正等の運賃の適正収受に資する措置」については、多
重下請の現状を調査した上で検討する。

10
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物流事業者に対する物流生産性向上の判断基準のイメージ

⚫ 物流事業者の判断基準については、大臣告示として作成・公表。

記載事項（イメージ）

１．取組方針の作成及びその効果等の把握
（１）取組方針の策定
（２）社内体制の構築
（３）物流に関する実態把握

２．物流生産性向上の目標及び計画的に取り組むべき措置
（１）目標の設定
（２）輸送の効率化に資する措置
①積載効率の向上（共同配送等）
②運行数の削減（輸送ロットの拡大等）
③物流コストの可視化

（３）労働時間の削減に資する措置
①拘束時間の削減（中継輸送の推進、テールゲートリフターの導入等）
②システムの導入（動態管理システム、配車計画システム、デジタコ等）

（４）運賃の適正収受に資する措置
①運送契約における運賃・料金の明確化（書面化、コスト構造の把握）
②運送契約における契約条件（附帯作業等）の明確化
③ドライバーの賃金改善
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主なヒアリング事項

⚫ 主なヒアリング事項としては、主に以下の事項を想定。

⚫ このほか、各業界における物流改善に向けた取組等についても合わせてヒアリングを行う。

１．「検討素案」について

「（１）待機時間、荷役時間等の労働時間削減に資する措置及び納品回数の減少、リードタイム
の延長等物流の平準化を図る措置」及び「（２）経営者層の意識改革を促す措置」の導入を検討
しております。当該検討に当たりまして、

①着荷主としての調達物流（部品、原材料等の調達・商品の仕入れに係る物流）、

②発荷主としての販売物流（商品等の販売に係る物流）

のそれぞれについて、貴業界の実態を踏まえて留意すべき事項（リードタイム延長、パレット化、荷待ち
時間削減、附帯作業の削減等が困難な事由等）についてご教示ください。

２．物流標準化・効率化の推進に向けた環境整備について

物流標準化・効率化に向けた環境整備のために推進すべき設備投資（機器導入、バース予約シス
テムの導入等）や、物流効率化に向けた取組に当たって課題となっている制度があればご教示ください。

３．その他、物流効率化に関するご意見・ご要望について

上記のほか、検討会における議論内容に関わらず、物流効率化に関連するご意見・ご要望があれば
ご教示ください。



１．業界団体へのヒアリング事項

２．荷主による輸送状況等の把握に
関するアンケート
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「荷主による輸送状況等の把握に関するアンケート」の実施概要

⚫ 発荷主・着荷主（入出荷を行っている事業者）に対して、出荷・入荷それぞれに係る
貨物重量・荷待時間・荷役時間等の把握状況についてアンケートを実施。

⚫ また、実運送事業者の把握状況、輸送契約を行っていない側の荷主における契約上の
附帯作業等の把握状況等についても質問事項としている。

■回答時点
原則として、令和３年４月から令和４年３月までの１年間の内容
※上記と異なる集計方法（会計年度ごとに把握している、暦年ごとに把握している等）を採用している場合は、
直近の１年間の内容

■回答方法
令和５年２月２４日（金）１７時までに、ウェブサイト上のアンケートフォームにて回答
https://sustainable-logistics.go.jp/questionnaire

■主な質問事項
出荷・入荷業務を行う事業者の皆様に、主に輸送の重量、距離、荷待ち・荷役時間等について伺う。
（項目一覧は次ページ）

■アンケート送付先
経済産業省、農林水産省、国土交通省から、それぞれ関係する荷主団体等を通じて会員企業等への発出を依頼
（計約1,000団体）
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アンケートの全体構成

⚫ 「入荷」「出荷」の業務のそれぞれについて、以下事項について質問。

「入荷」と「出荷」の両方を
行っている方向けの設問

「入荷」のみを行っている方
向けの設問

「出荷」のみを行っている方
向けの設問

設問区分 設問

1 基本属性 1 社名

2 法人番号

3 アンケート依頼元

4 業種

5 品目

6 出荷先区分

7 売上高

8 資本金

9 従業員数

10 上場の有無

11 輸送事業者の把握状況

12 作業契約の内容の把握状況

13 バース予約システムの有無

設問区分 設問

2 入荷 14 貨物の重量（トン数/年）

15 輸送距離（キロメートル/年）

16 輸送トンキロ（トンキロ/年）

17 入荷回数（回/年）

18 輸送時間（時間/年）

19 荷待ち時間（時間/年）

20 荷役時間（時間/年）

設問区分 設問

3 出荷 21 貨物の重量（トン数/年）

22 輸送距離（キロメートル/年）

23 輸送トンキロ（トンキロ/年）

24 出荷回数（回/年）

25 輸送時間（時間/年）

26 荷待ち時間（時間/年）

27 荷役時間（時間/年）

設問区分 設問

1 基本属性 1 社名

2 法人番号

3 アンケート依頼元

4 業種

5 品目

6 出荷先区分

7 売上高

8 資本金

9 従業員数

10 上場の有無

11 輸送事業者の把握状況

12 作業契約の内容の把握状況

13 バース予約システムの有無

設問区分 設問

2 入荷 14 貨物の重量（トン数/年）

15 輸送距離（キロメートル/年）

16 輸送トンキロ（トンキロ/年）

17 入荷回数（回/年）

18 輸送時間（時間/年）

19 荷待ち時間（時間/年）

20 荷役時間（時間/年）

設問区分 設問

1 基本属性 1 社名

2 法人番号

3 アンケート依頼元

4 業種

5 品目

6 出荷先区分

7 売上高

8 資本金

9 従業員数

10 上場の有無

11 輸送事業者の把握状況

12 作業契約の内容の把握状況

13 バース予約システムの有無

設問区分 設問

2 出荷 14 貨物の重量（トン数/年）

15 輸送距離（キロメートル/年）

16 輸送トンキロ（トンキロ/年）

17 出荷回数（回/年）

18 輸送時間（時間/年）

19 荷待ち時間（時間/年）

20 荷役時間（時間/年）
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入出荷別の回答割合

アンケート回答状況 ①回答属性（令和5年2月13日時点）

⚫ 2月13日時点で979件の回答があった。

⚫ 全体の82%が「入荷」と「出荷」の両方を行っていると回答。

⚫ 製造業、卸売業、建設業の順に多くの回答をいただいている。

「入荷」
10%

「出荷」
8%

「入荷」と「出荷」
82%

業種別の回答状況

30

1

30

122

1

2

6

185

52

0

1

2

0

16

0

1

4

9

0

1

0 50 100 150 200

1. 農業，林業

2. 漁業

3. 鉱業，採石業，砂利採取業

4. 建設業

5. 製造業

6. 電気・ガス・熱供給・水道業

7. 情報通信業

8. 運輸業，郵便業

9. 卸売業

10. 小売業

11. 金融業，保険業

12. 不動産業，物品賃貸業

13. 学術研究，専門・技術サービス業

14. 宿泊業，飲食サービス業

15. 生活関連サービス業，娯楽業

16. 教育，学習支援業

17. 医療，福祉

18. 複合サービス事業

19. サービス業（他に分類されないもの）

20. 公務（他に分類されるものを除く）

21. 分類不能の産業

515
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アンケート回答状況 ②回答例（令和5年2月13日時点）

Q.自社の輸送業務の委託において、実際に輸送
を行っている事業者を把握していますか。

→「一部把握」を含めると、87%の事業者が
実運送事業者を把握していると回答

Q.入出荷する車両のうち、取引先が手配した
車両について、取引先と輸送事業者間の契約
で定められた作業内容を把握していますか。

→「一部把握」を含めると、57%の事業者が
取引先と輸送事業者との契約内容を把握
していると回答

Q.貴社の入出荷拠点にはバース予約システムが
導入されていますか。

→95%の事業者が未導入と回答

把握していない
34%

取引先が手配した車両
による入出荷は無い

9%

未導入
95%

一部拠点に導入
4%

全拠点に導入
1%

一部把握
25%

把握
32%

把握
60%

一部把握
27%

輸送業務の委託をしていない
9%

把握していない
4%


